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1 経営戦略策定の趣旨と位置付け 

1.1 経営戦略の趣旨 

裾野市の公共下水道事業1は、平成 2 年 12 月に事業着手し、平成 10 年 10 月の供用

開始以降、公共用水域の水質保全と生活環境の向上を目的として鋭意整備を進め、下

水道の普及に努めています。しかしながら、近年は人口減少や少子高齢化等、地域社

会構造の変化に伴い、下水道を取り巻く諸情勢が大きく変化し、地方財政は依然とし

て厳しい状況になっていることから、経営環境の更なる健全化が求められています。 

本市では、令和元年度に適正な財源確保と投資の合理化を図り、持続可能な下水道

事業の実施を目的とした経営戦略2を策定し、この検討内容を踏まえて令和 2 年度に下

水道使用料を改定することにより、下水道経営の健全化に向けた取り組みを進めてい

るところです。 

一方で、経営戦略は、3~5 年毎の検証や評価、そして改定を行っていく PDCA サイ

クルを導入しフォローアップしていく必要があります。この度、中間年次を迎えるに

あたり、人口減少、物価高騰等の社会情勢の変化が著しいこと、下水道施設の機能維

持に向けた改築事業の増加等、一層厳しくなる下水道事業環境に適用していくため、

経費回収率の向上に向けた収益構造の適正化を進め、更なる経営の健全化を見据えた

経営戦略の見直しを実施することを目的に、令和 8 年 3 月に「裾野市公共下水道事業

経営戦略」を改定します。 

 

 

 

 

 

◆用語解説 

 

1 公共下水道事業：主として市街地における下水を排除又は処理するために地方公共団体

が管理する下水道のこと。 

2 経営戦略：各公営企業が、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的

な経営の基本計画です。その中心となる「投資・財政計画」施設・設備に関する投資の見

通しを試算した計画（投資試算）と、財源の見通しを試算した計画（財源試算）を構成要

素とし、収入と支出が均衡するよう調整した収支計画です。策定した経営戦略に沿った取

組等の状況を踏まえつつ、3 年から 5 年内の見直しを行うことが重要です。「新経済・財政

再生計画改革工程表 2021」（令和 3 年 12 月 23 日経済財政諮問会議決定）においても、経

営戦略の見直し率を令和 7 年度までに 100%とすることとされています。 
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R4（2022）総務省

経営戦略策定・改定マニュアル

R3(2021)第5次裾野市総合計画

R7(2025)

裾野市公共下水道事業経営戦略

R6(2024) 裾野市基本計画 見直し

R5(2023) 裾野市事業計画 変更

R4(2022) 裾野市汚水処理施設整備構想見直し

（アクションプラン）

R1(2019) ストックマネジメント計画

1.2 経営戦略の位置付け 

経営戦略の策定にあたっては、市の上位計画である「第 5 次裾野市総合計画3」との

整合を図るものとします。また、安定した事業経営を持続するために、「経営戦略策定・

改定ガイドライン（平成 31 年 3 月 29 日策定）」及び、「経営戦略策定・改定マニュア

ル(令和 4 年 1 月 25 日改定)」に沿い策定します。 

 

 

 

 

 
4 
5 
6 
7 

 

 

 

図 1.1 経営戦略の位置付け 

1.3 計画概要 

（1）団体名：静岡県裾野市 

（2）事業名：裾野市公共下水道事業 

（3）計画期間：令和 8 年度（2026 年度）～令和 17 年度（2035 年度）（10 年間） 

 

◆用語解説 

 

3 第 5 次裾野市総合計画：今後 10 年間のまちづくりの基本的な方向を示す総合的な指針で

す。総合計画の構成は「基本構想」「基本計画」「実施計画」の３層構成となっており、基

本構想の計画期間は、2021 年（令和３年）度から 2030 年（令和 12 年）度までの 10 年間

としています。 

4 基本計画：全ての計画に先立って策定される計画で、下水道における基本計画はその地

域の下水道のあり方を示すもので、概ね 20 年先の将来を想定して策定されます。 

5 事業計画：基本計画に定められた計画を実施するための年次計画です。事業計画期間

（通常 5～10 年）に財政、執行能力などの点で実現可能な計画を策定します。 

6 汚水処理施設整備計画（アクションプラン）：10 年程度での汚水処理の概成を目指した

汚水処理の整備計画のこと。 

7 ストックマネジメント計画：下水道施設全体の中長期的な施設状態を予測しながら、維

持管理・改築を一体的に捉えて計画的・効率的に管理すること。 

4 

5 

6 

7 
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供用開始年度 平成10年度 法適（全部適用・一部適用）

（供用開始後年数） （供用開始後年数：27年） 非適の区分

流域下水道等への

接続の有無

処理区数

処理場数

広域化・共同化・最適化
実施状況

無

流域下水道  へ接続済（流域関連公共下水道事業）

法適  （全部適用）

有処理区域内人口密度 57.3人/ha

１処理区

2 事業概要 

2.1 事業の現況 

2.1.1 施設 

 

 

 
8 
9 

 

 

 

 

2.1.2 使用料 

本市の一般汚水の使用料体系は、基本使用料と従量使用料（超過使用料）の二部使

用料制10を採用しています。基本使用料に基本水量を含んでおり、超過使用料は累進

制11となっています。令和 3 年 1 月に使用料の改定を実施しており、現在の使用料体

系は以下のとおりです。 

【現行下水道使用料金】 

 

◆用語解説  

 

8 法適：地方公共団体が経営する公営企業のうち、地方公営企業法の全部又は一部を適用

している事業のこと。 

9 流域下水道：二以上の市町村の区域にわたる広域的な下水道で、流域内の各市町村から

発生する下水を効率的に集めて処理する下水道で都道府県が所管する下水道のこと。 

10 二部使用料制：基本使用料と従量使用料からなる使用料体系のこと。 

11 累進制：使用量の増加に応じて使用料単価が高くなる使用料体系のこと。 

1ヶ月あたり（税込）

基本料金 10㎥まで 1,199 円

10㎥を超え20㎥まで 130.9 円

20㎥を超え30㎥まで 143 円

30㎥を超え50㎥まで 154 円

50㎥を超え100㎥まで 162.8 円

100㎥を超えるもの 176 円

使用水量 下水道使用料

超過料金
（1㎥につき）

8 

9 
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2.1.3 組織 

令和 7 年(2025 年)現在、水道部は水道部長以下 15 名で、水道事業、下水道事業及

び簡易水道事業12の運営を行っています。この内、下水道事業に携わる職員は 7 名(常

勤職員：5 名、会計年度任用職員13：2 名)です。 

 

《組織図》 

 
図 2.1 裾野市水道部職員構成図 令和 7 年（2025 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆用語解説 

 

12 簡易水道事業：給水人口が 5 千人以下である水道により、水を供給する水道事業。 

13 会計年度任用職員：地方公共団体で働く、1 会計年度を任期とする非常勤の一般職地方

公務員のこと。 

下水道事業管理者＜市長＞

水 道 部

水 道 部 長

上下水道工務課

上下水道経営課

課員：8名

（常勤職員6名・暫定再任用職員1名

・会計年度任用職員1名）

課員：6名

（常勤職員4名

・会計年度任用職員2名）



  

2 事業概要 

  
5 

1
経
営
戦
略
策
定
の
趣
旨
と
位
置
付
け 

2
事
業
概
要 

3
将
来
の
事
業
環
境 

4
経
営
の
基
本
方
針 

5
投
資
・
財
政
計
画
（
収
支
計
画
） 

6
経
営
戦
略
の
事
後
検
証
、
改
定
等
に
関
す
る
事
項 

2.2 民間活力の活用等 

2.2.1 民間活用 

下水道を取巻く事業環境の全国的な課題としては、老朽化施設の増大、使用料収入

減少、下水道職員の不足等がありますが、このような状況への解決策の一つとして、

民間企業のノウハウや創意工夫を活用する手法が挙げられます。 

近年では、維持管理費と施設更新の一体的なマネジメントに民間のノウハウを活用

するウォーターPPP14の導入も検討されています。静岡県では、県が所管する流域下

水道においてもウォーターPPP の導入に向けた検討を開始しており、令和 7 年 2 月よ

り狩野川流域下水道15においてもウォーターPPP 検討会が開催され、これまで 3 回の

検討会と中間報告会が実施されています。 

また、下水道使用料の徴収・検針は、水道料金と合わせて実施しており、平成 22 年

度に民間委託することで、業務の効率化を図っています。 

 

2.2.2 資産活用 

資産活用について、本市では処理場を有していないため、未活用の状況です。 

 

【民間活用】 

ア 民間委託：施設の維持管理について、契約に基づき民間委託する。（管理権限は

地方公共団体） 

（包括的民間委託：複数の業務や施設を包括的に委託すること。） 

イ 指定管理者制度：施設の維持管理について、議会の決議を経て管理権限を指定

管理者に委任する。（管理権限は指定管理者） 

ウ PPP・PFI：官民が連携して、公共サービスの提供を行う考え方。維持管理だけ

でなく、設計、建設も含めて民間委託を行うものである。 

 

 

◆用語解説  

 

14 ウォーターPPP：PPP とは、Public Private Partnership の略で、官（行政）と民間企業

が連携して、公共サービスの提供を行うことを指し、水道・下水道の水インフラ分野にお

ける公共施設を対象とした官民連携方式の総称のこと。職員の人材不足・高齢化、更新需

要の増大や収益の減少などの課題に対して、民間企業の資金調達・新技術の導入、町職員

の負荷軽減の効果が期待されている。官がこれまで単独で行ってきた下水道施設の整備や

運営などを、民間企業の資金やノウハウを活かして共同で行うもの。 

15 狩野川流域下水道：静岡県が所管している狩野川流域内の複数の市町から発生する下水

を集めて処理する下水道。 
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2.3 これまでの主な経営健全化の取組 

2.3.1 前回経営戦略の振り返り 

令和元年度に策定した経営戦略について、財政シミュレーションで想定していた有

収水量16、使用料収入17、汚水処理費18（維持管理費）及び経費回収率19（維持管理費）

を指標に、予測値と実績値（令和 2 年度～令和 6 年度）を用いて比較を行い、事後検

証・評価を行いました。 

 

（1）有収水量 

 
 

（2）使用料収入 

 
 

 

 

◆用語解説  

 

16 有収水量：下水道で処理された汚水のうち、下水道使用料収入の対象となる水量。 

17 使用料収入：下水道を使用する利用者から徴収する料金。 

18 汚水処理費：下水道の管理に要する経費のうち汚水に係る維持管理費（管渠を管理した

りするための動力費、人件費など）および資本費（下水道施設等の整備に係る費用）の合

計のこと。 

19 経費回収率：汚水処理にかかった費用のうち、使用料収入で賄っている割合。 

単位：m3/日

項目 R2 R3 R4 R5 R6

予測値 4,805 4,921 5,012 5,123 5,245

実績値 5,030 5,104 5,078 5,025 5,044

検証・評価

有収水量の予測値に対し、実績値は概ね同程度であるが、令和2年から令
和4年度にかけては、新型コロナウイルス感染症の拡大による外出自粛や在
宅勤務などの行動様式の変化により水需要が増加したことから、予測値に
対し実績値が増加したと考えられます。

税抜き
（単位：千円）

項目 R2 R3 R4 R5 R6

予測値 186,458 232,783 237,088 242,338 248,109

実績値 194,783 239,736 238,856 236,484 237,833

検証・評価

使用料収入は、令和3年の使用料改定により、予測値通り増加しています。
ただし、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う水需要の増加により、令和2
年から令和4年度にかけては、予測値に対し実績値が増加したと考えられま
す。
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（3）汚水処理費（維持管理費） 

 
汚水処理費（維持管理費）は、下水道の管理に要する経費のうち汚水に係る維持

管理費（管渠を管理するための動力費、人件費および流域下水道維持管理負担金な

ど）の合計のこと。 

 

（4）経費回収率（維持管理費） 

 
経費回収率（維持管理費）は、汚水処理にかかった維持管理費のうち、使用料収

入で賄っている割合。 

 

※本項で示す「経費回収率（維持管理費）」は、令和元年度策定の経営戦略の振り返

りにおける指標です。一方、13 ページに示す経費回収率は、汚水に係る維持管理費

および資本費（下水道施設等の整備に係る費用）の合計を使用料収入で賄っている

割合であり、異なります。 

 

 

 

 

  

税抜き
（単位：千円）

項目 R2 R3 R4 R5 R6

予測値 266,360 272,908 273,595 276,930 270,348

実績値 252,646 247,189 247,996 246,456 245,223

検証・評価

汚水処理費(維持管理費)は予測値に対し、実績値がやや低くなっていま
す。これは、維持管理費に係る委託料や修繕工事費が想定よりも低かった
ことが考えられます。

単位：%

項目 R2 R3 R4 R5 R6

予測値 70.0 85.3 86.7 87.5 91.8

実績値 77.1 97.0 96.3 96.0 97.0

検証・評価

経費回収率は予測値に対し、実績値が高くなっています。これは、使用料収
入が、令和3年の使用料改定による増加に加え、新型コロナウイルス感染症
の拡大に伴う水需要の増加により令和2年度から令和4年度にかけて増加し
たことや汚水処理費(維持管理費)の予測値に対し、実績値はやや低くなっ
たことが要因として考えられます。
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2.4 現状分析 

2.4.1 事業の状況 

（1）普及の状況 

令和 6 年度末（2024 年度末）の水洗化率は 92.8%です。 

（2）排出水量の状況 

令和 6 年度末（2024 年度末）の年間総処理水量は 2,021,359 ㎥/年で、有収水量は

1,841,021 ㎥/年です。 

 

2.4.2 経営の状況 

（1）使用料収入 

令和 6 年度末（2024 年度末）下水道使用料による収入は約 2 億 4 千万円（税抜き）

です。 

（2）企業債残高の推移 

令和 6 年度末（2024 年度末）の企業債残高は約 43 億 9 千万円（税込み）です。 

 

2.4.3 経営指標による現状分析 

（1）経営指標の算定 

下水道事業経営指標は、総務省が行う地方公営企業決算状況調査の結果に基づき、

収益性、資産・財務状況、効率性・生産性等の観点から下水道事業を分析したもので

あり、毎年、総務省から公表されています。 

また、公表に伴い下水道事業を処理区域内人口、処理区域内人口密度、供用開始後

年数により区分しており、下水道事業体は類似した経営環境の事業体との比較を行い、

自らの事業体の特徴や問題点を把握することができます。 

【類似団体区分(下水道事業)】 

下水道事業の類似団体区分については、事業区分、処理区域内人口区分、処理区域

内人口密度区分、供用開始後年数別区 分により類型化されています。 

裾野市下水道事業は、以下の区分に該当し、類似団体区分は『Cb2』となります。 

① 業種区分   ⇒ 下水道事業 

② 事業区分   ⇒ 公共下水道事業 

③ 処理区域内人口区分 ⇒ 3 万人未満 

④ 処理区域内人口密度区分 ⇒ 50 人/ha 以上 

⑤ 供用開始後年数別区分 ⇒ 15 年以上 

 

類似団体区分 Cb2 
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【静岡県内類似団体区分(下水道事業)】 

静岡県内の類似団体として、本市と事業環境（処理区域内人口規模や処理区域内人

口密度）が類似している「Cb1」「Cb2」に区分される団体を対象としました。 

令和 5 年度における類似団体は、4 団体あり、以下に区分一覧表を示します。 

 

表 2.1 類似団体区分（下水道事業） 

 
  

処理区域内
人口区分

処理区域内
人口密度区分

供用開始後
年数別区分

類型 区分 団体数 静岡県内

政令市等 政令市等 21 2

100人/ha以上 Aa 33 0

75人/ha以上 Ab 30 0

30年以上 Ac1 45 1

30年未満 Ac2 1 0

50人/ha未満 Ad 60 1

100人/ha以上 Ba 7 0

30年以上 Bb1 24 0

30年未満 Bb2 1 0

30年以上 Bc1 66 3

30年未満 Bc2 11 1

30年以上 Bd1 166 3

30年未満 Bd2 18 1

75人/ha以上 Ca 2 0

30年以上 Cb1 28 3

15年以上 Cb2 17 1

15年未満 Cb3 5 0

30年以上 Cc1 164 5

15年以上 Cc2 135 5

15年未満 Cc3 14 0

30年以上 Cd1 141 0

15年以上 Cd2 176 3

15年未満 Cd3 12 0

県内類似団体：Cb1　焼津市、函南町、清水町

3万未満

50人/ha以上

25人/ha以上

25人/ha未満

10万以上
50人/ha以上

3万以上

75人/ha以上

50人/ha以上

50人/ha未満
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（2）分析結果 

 

表 2.2 経営指標一覧表 

  
指標の⽬指すべき⽅向は、増加傾向が望ましい指標は上向き⽮印、減少傾向が望ましい指標は下向き⽮

印で⽰します。 

 

  

分類（視点） 単位 計算式
指標の

目指すべき
方向

(1) 経常収支比率 ％ 経常収益÷経常費用×100 ↑

(2) 累積欠損金比率 ％
未処理欠損金÷（営業収益-受託工事収益）
×100

↓

(3) 流動比率 ％ 流動資産÷流動負債×100 ↑

(4) 企業債残高対事業規模比率 ％
（企業債現在高-一般会計負担分）÷（営業
収益-受託工事収益-雨水処理負担金）×100

↓

(5) 経費回収率 ％ 使用料÷汚水処理費×100 ↑

(6) 汚水処理原価 円/m3 汚水処理費÷有収水量 ↓

(7) 使用料単価 円/m3 使用料収入÷有収水量 ↑

(8) 水洗化率 ％ 水洗化人口÷処理区域内人口×100 ↑

2.老朽化の
状況

(9) 有形固定資産減価償却費率 ％ 減価償却累計額÷償却資産×100 ↓

経営指標

1.経営の健全性・
効率性
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【経営の健全性・効率性の視点】 

1．経常収支比率 

 

 
【分析結果】 

経常収支比率は 100％を超えて

おり、収支の均衡が保たれている

状況です。 

一方で、全国の類似団体の平均

値（112.7％）と比較すると、本市

の比率はそれを下回っており、順

位も相対的に低い水準にありま

す。 

2．累積欠損金比率 

 

 

【分析結果】 

累積欠損金比率は、本市および

全国の類似団体において、累積欠

損金が発生していない状況です。 

  

裾野市 類似団体（R5）

R2 R3 R4 R5 R6 全国平均 全国ランク 県内平均 県内ランク

公共 103.1 101.8 100.9 100.7 100.9 112.7 15/17 99.3 2/4

指標の説明

算出式

単位：％
見方：↑

当該年度において、使用料収入や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をど
の程度賄えているかを表す指標です。

経常収益÷経常費用×100

裾野市 類似団体（R5）

R2 R3 R4 R5 R6 全国平均 全国ランク 県内平均 県内ランク

公共 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 1/17 9.3 1/4

指標の説明

算出式

単位：
百万円/人
見方：↓

営業収益に対する累積欠損金（営業活動により生じた損失で、前年度からの繰越利益余剰金等でも補填す
ることができず、複数年度にわたって累積した欠損金のこと）の状況を表す指標です。

未処理欠損金÷（営業収益-受託工事収益）×100

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

12.0

0.1 0.0 0.1

4.1

6.3

8.7
9.3

0

5

10

15

20

R2 R3 R4 R5 R6

裾野市 類似団体（全国平均） 類似団体（県内平均）

103.1 101.8 100.9 100.7 100.9 

107.5

110.8 110.7
112.7

100.9
100.3 99.5 99.3

95

100

105

110

115

120

R2 R3 R4 R5 R6

裾野市 類似団体（全国平均） 類似団体（県内平均）
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3．流動比率 

 

 

【分析結果】 

流動比率は全国および県内の

類似団体の平均をいずれも下回

っており、順位としても相対的に

低い水準にあります。 

 

 

 

 

4．企業債残高対事業規模比率 

 

 
【分析結果】 

企業債残高対事業規模比率は

使用料収入に対する企業債残高

の割合が高く、財政的な負担が相

対的に大きい状況です。令和 5 年

度では、全国の類似団体の平均値

を下回っています。 

 

 

  

裾野市 類似団体（R5）

R2 R3 R4 R5 R6 全国平均 全国ランク 県内平均 県内ランク

公共 32.5 38.2 37.9 29.9 20.3 60.0 14/17 58.3 4/4

指標の説明

算出式

単位：
百万円/人
見方：↑

短期的な債務に対する支払能力を表す指標です。

流動資産÷流動負債×100

裾野市 類似団体（R5）

R2 R3 R4 R5 R6 全国平均 全国ランク 県内平均 県内ランク

公共 1,602.1 1,251.9 1,466.5 1,261.3 1,118.7 1,412.7 10/17 991.1 2/4

指標の説明

算出式

料金収入に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標です。

（企業債現在高-一般会計負担分）÷（営業収益-受託工事収益-雨水処理負担金）×100

単位：％
見方：↓

32.5 
38.2 37.9 

29.9 
20.3 

41.4

53.6 61.7
60.0

40.1

45.8

51.7
58.3

5

15

25

35

45

55

65

75

R2 R3 R4 R5 R6

裾野市 類似団体（全国平均） 類似団体（県内平均）

1,602.1 

1,251.9 
1,466.5 

1,261.3 
1,118.7 

1,602.7
1,370.0

1,356.5 1,412.71,368.1 
1,207.7 1,138.1 

991.1 

500

1,000

1,500

2,000

2,500

R2 R3 R4 R5 R6

裾野市 類似団体（全国平均） 類似団体（県内平均）
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5．経費回収率 

 

 
【分析結果】 

経費回収率は令和 3 年 1 月に

実施された使用料改定（平均改定

率 21％）により、全国及び県内

の類似団体の平均値を上回って

います。ただし、使用料収入のみ

では対象経費を全額回収できて

おらず、一般会計から基準外の繰

入金により補填している状況です。 

 

6．汚水処理原価 

 

 
【分析結果】 

汚水処理原価は全国および県

内の類似団体の平均値を下回っ

ており、令和 2 年度以降、処理原

価は 150 円/m³で推移していま

す。これは、使用料収入と総務省

基準の使用料単価 150 円/m³の差

額が、汚水処理費から控除されて

いることが要因です。 

裾野市 類似団体（R5）

R2 R3 R4 R5 R6 全国平均 全国ランク 県内平均 県内ランク

公共 70.5 85.8 85.9 86.0 86.1 74.5 6/17 82.3 2/4

指標の説明

算出式

使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表した指標であり、使用料水準を評価する
ことが可能です。

使用料÷汚水処理費×100

単位：％
見方：↑

裾野市 類似団体（R5）

R2 R3 R4 R5 R6 全国平均 全国ランク 県内平均 県内ランク

公共 150.0 150.0 150.0 150.0 150.0 166.5 4/17 151.9 1/4

指標の説明

算出式 汚水処理費÷有収水量

有収水量１㎥あたりの汚水処理に要した費用であり、汚水資本費・汚水維持管理費の両方を含めた汚水処

理に係るコストを表した指標です。

単位：円/m3

見方：↓

70.5 
85.8 85.9 86.0 86.1 

77.1 79.4

75.2 74.5
72.1 

77.4 

79.6 82.3 

0
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7．使用料単価 

 

 
【分析結果】 

使用料単価は全国および県内

の類似団体の平均値を上回って

います。令和 3 年 1 月に実施し

た使用料改定により、料金水準は

向上しましたが、依然として総務

省が示す総務省基準の使用料単

価 150 円/m³には達していませ

ん。 

 

8．水洗化率 

 

 
【分析結果】 

水洗化率は全国および県内の

類似団体と比較して上回ってい

ます。令和 2年度以降は常に 90％

以上を維持しています。 

 

 

 

 

  

裾野市 類似団体（R5）

R2 R3 R4 R5 R6 全国平均 全国ランク 県内平均 県内ランク

公共 105.8 128.7 128.9 128.9 129.2 122.4 8/17 125.0 2/4

指標の説明

算出式

有収水量１㎥あたりの使用料収入であり、使用料の水準を示す指標です。

使用料収入÷有収水量

単位：％
見方：↑

裾野市 類似団体（R5）

R2 R3 R4 R5 R6 全国平均 全国ランク 県内平均 県内ランク

公共 91.2 92.2 94.4 92.5 92.8 82.6 5/17 91.1 1/4

指標の説明

算出式

現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口の割合を表した指標です。

水洗化人口÷処理区域内人口×100

単位：％
見方：↑

105.8

128.7 128.9 128.9 129.2

124.5
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100
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【老朽化の状況】 

9．有形固定資産減価償却費率 

 

 
【分析結果】 

全国および県内の類似団体と比

較して同程度の水準です。平成 30

年度（2018 年度）の公営企業会計

移行後、事業計画の概成に至るま

で資産の取得および減価償却が継

続しており、関連指標は上昇傾向

にあります。 

 

【総括】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

裾野市 類似団体（R5）

R2 R3 R4 R5 R6 全国平均 全国ランク 県内平均 県内ランク

公共 7.9 10.3 12.8 15.3 17.7 12.4 12/17 16.0 2/4

指標の説明

算出式

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標で、資産の老朽化度合い
を示しています。

減価償却累計額÷償却資産×100

単位：m3/人
見方：↓

7.9
10.3

12.8
15.3

17.7

8.5 9.6

12.6 12.4

7.7

10.9

13.1

16.0

0

5

10

15

20

25

R2 R3 R4 R5 R6

裾野市 類似団体（全国平均） 類似団体（県内平均）

経常収支比率や累積欠損金比率など一部の指標で健全性が保たれている一方で、流

動比率や企業債残高対事業規模比率は、全国の類似団体の平均値を下回っている状

況です。 

令和 3 年 1 月には平均改定率 21.3％の使用料改定を実施し、使用料単価や経費回収

率は一定の改善が見られましたが、費用の全額回収には至っておらず、一般会計か

らの繰入に依存する構造が継続しています。また、使用料単価は全国平均を上回っ

ているものの、総務省が示す基準単価（150 円/m³）には達しておらず、更なる使用

料改定による経営改善を図る必要があります。 

汚水処理原価は 150 円/m³で推移しておりますが、使用料収入との差額が汚水処理

費から控除されている点も考慮が必要です。水洗化率は常に 90％以上を維持してお

りますが、さらなる収入確保のためには未接続世帯への接続促進活動が引き続き重

要です。 

老朽化の状況は、法定耐用年数を超える管渠が現時点で存在していないものの、マ

ンホールポンプ設備には更新時期を迎えている施設があるため、今後はストックマ

ネジメント計画に基づき、計画的な改築事業の実施と、それに伴う財源確保が求め

られます。 
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2.4.4 経営比較分析表 

令和５年度の経営比較分析表を示します。 
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3 将来の事業環境 

3.1 処理区域内人口及び有収水量の予測 

裾野市の下水道事業における処理区域内人口、有収水量の実績及び予測結果を以下

に示します。 

処理区域内人口は、面整備20を進める令和 8 年度までは増加しますが、その後は減

少傾向となることが予想されます。有収水量は、面整備や水洗化率向上の影響により

令和 10 年度までは増加しますが、その後は減少傾向となることが予想されます。 

 

 
図 3.1 行政人口及び処理区域内人口の推移 

 
図 3.2 有収水量の推移   

 

20 面整備：下水道の未整備区域で、管渠や関連設備を面的に整備すること 

年度 R1 R2 R3 R4 R5 R6

行政人口 51,347 50,770 50,089 49,410 48,869 48,375

処理区域内人口 22,169 22,290 22,519 22,576 23,624 23,640

有収水量（m3/日） 4,826 5,044 5,104 5,078 5,012 5,044

日平均流入水量（m3/日） 5,400 5,541 5,718 5,636 5,675 5,538

年度 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

行政人口 47,600 47,240 46,880 46,520 46,160 45,800 45,420 45,040 44,660 44,280 43,900

処理区域内人口 23,839 23,937 23,810 23,683 23,555 23,426 23,297 23,167 23,037 22,906 22,775

有収水量（m3/日） 5,094 5,126 5,153 5,175 5,147 5,119 5,090 5,062 5,034 5,005 4,976

日平均流入水量（m3/日） 5,768 5,804 5,835 5,860 5,828 5,796 5,764 5,732 5,700 5,667 5,635
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績
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3.2 使用料収入の予測 

使用料収入の予測は、有収水量の予測値に令和 5 年度（2023 年度）の使用料単価の

実績値（128.9 円/m3）を乗じて算出しました。今後の使用料収入は、やや減少傾向と

なることが予想されます。 

基本料金と超過料金の内訳は、過年度の推移から基本料金が増加傾向となることが

予想され、単身世帯の増加や節水技術の進展に伴う超過水量の減少等によるものと推

測されます。 

 

 
 

 

 
図 3.3 使用料収入の実績値及び予測値 

 

  

年度 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

使用料収入（百万円） 236 238 241 239 241 241 240 239 238 236 235 234 233

基本料金（百万円） 106 109 110 109 110 110 110 109 109 108 107 107 106

超過料金（百万円） 130 129 131 130 131 131 130 130 129 128 128 127 127
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3.3 施設の見通し 

3.3.1 下水道整備の現状 

裾野市の下水道整備の現状は次に示すとおりです。 

 
  

※処理区域内人口：下水道整備済区域の人口

下水道整備の現状（令和6年度末）

全体計画区域： 481.55 ha 事業計画区域： 462.10 ha

下水道普及率： 48.9 %・・・【処理区域内人口（23,640 人） / 行政人口（48,375 人）】

水洗化率： 92.8 %・・・【水洗化人口（21,938 人） / 処理区域内人口（23,640 人）】

整備率： 85.6 %・・・【整備済み面積（412.3 ha） / 全体計画面積（481.55 ha）】

下水道管路整備延長： 111.8 km
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3.3.2 今後の下水道事業 

裾野市では今後、以下の 3 つの事業を実施していきます。 

 

① アクションプラン及び事業計画に基づく面整備事業 

近年の社会情勢（人口減少・少子高齢化）や経済情勢（事業費の削減、税収の減少）

に応じた適切な事業規模の見直しを行うため、平成 28 年度に 10 年程度を目途とした

汚水処理の概成を目的とした下水道アクションプラン（計画期間：平成 29 年度～令

和 8 年度）を策定し、計画期間の中間年度である令和 4 年度には下水道アクションプ

ランを改定しました。また、令和 5 年度には、面整備を進めるため、事業計画年次を

延伸し、事業計画を変更しました。 

今後、アクションプラン及び事業計画に基づいて、引き続き面整備事業を実施して

いきます。 

 

②ストックマネジメント計画に基づく改築事業 

裾野市では、下水道施設として、令和 5 年度末時点で、管路施設約 111km 及びマン

ホール形式ポンプ場 37 箇所を有しています。 

ストックマネジメント計画は、これらの下水道施設について、長期的な視点で下水

道施設全体の今後の老朽化の進展状況を考慮し、リスク評価等による優先順位付けを

行った上で、施設の点検・調査、修繕・改築を実施し、施設全体を対象とした最適な

施設管理を実施することを目的として策定しました。 

今後はストックマネジメント計画に基づき改築事業を実施していきます。 

 

③耐震化事業 

裾野市の地層は、地面から数メートルで溶岩層となりますが、非常に強固であり、

基盤層（N 値（地盤の強度を表す指数）≧50 となる地層を指す。）と呼ばれる層にな

ります。 

基盤層に布設された管渠は、耐震性を有している扱いとなります。また、管渠につ

いては、整備当初から、管渠とマンホールの接合部に耐震性能を有する継手を使用し

ており、今後も同様の対応をしていきます。 
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3.4 組織の見通し 

裾野市の下水道職員の推移を見ると、当該職員数は合計 6～8 人で推移しており、

大きな変動はありません。令和 7 年度現在、上下水道工務課・上下水道経営課の職員

数 15 名のうち、下水道職員は 7 人（常勤職員 5 人、会計年度任用職員 2 人）です。 

今後も建設及び維持管理の両面から、下水道事業経営を効率的に実施していくには

一定の職員数確保が必須であるため、現状の職員数は維持しつつ、職員の技術力向上

のための育成や研修の充実化を図り、組織力強化に取り組んでいく方針です。 

 

 
図 3.4 下水道職員の推移 
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4 経営の基本方針 

本市の下水道事業は、第 5 次裾野市総合計画で掲げるとおり、健全な下水道事業の

経営により衛生的で快適な環境整備を行うことを目的とし、持続可能な下水道事業の

実現に向け、基本理念及び基本方針を以下のように定めます。 

 

裾野市公共下水道事業 基本理念 

 

 

 

 

 

 

基 本 方 針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

衛生的で快適な下水道の整備・保全 

【1.下水道の整備と保全】 

事業計画に基づいた下水道管路整備と老朽化する施設の保全を行う。 

【2.安定的な使用料収入の確保】 

下水道事業の経営成績や財政状況等の経営状況を正確に把握し、経営基盤の

強化と財政マネジメントの向上に取り組む。 

 

【3.危機管理の強化】 

災害発生時にも、職員が臨機応変に対応し、下水道施設の被害を最小限にと

どめ、下水道機能が維持できるよう、危機管理の強化に取り組む。 
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投資効果の高い箇所の整備

マンホールポンプ新設の回避

アクションプランに基づく確実な面整備

基本計画の見直し、事業計画の変更

改築実施計画の策定（修繕・改築計画）

管渠施設・マンホールの修繕・改築

機電設備（マンホールポンプ関連施設）の修繕・
改築

施設規模の
適正化

最新の計画に基づく管渠口径の適正化（ダウンサ
イズ）

漏水・誤接調査に基づく効率的な管渠施設更新

設備や機器の点検台帳の整備（点検履歴の管理）

施設の耐震化 裾野市上下水道耐震化計画の実施

宅内訪問及びリーフレット配布等による啓発活動

マンホールカード配布による下水道事業PR活動

有収率の向上 管路施設の修繕・改築伴う不明水解消

使用料収益の
増加

下水道使用料改定の検討及び実施

必要人員の維持・継続

動力費・修繕費の低減の検討

流域関連市町との連携・県との調整に伴う流域下
水道維持管理負担金単価の低減の検討

下水道使用料改定の検討及び実施

平準的な企業債の償還を目指した計画的な企業債
の発行

一般会計繰入金の適正化

職員研修の充実化

必要人員の確保

若手職員への技術指導

公営企業会計に関する継続的な勉強会等による理
解度の向上

民間活力に関する情報収集

近隣市町との連携及び情報の共通化

BCPに基づく災害対応訓練の実施

応急体制の構築、防災部局や委託業者、協定企業
等との連携

災害時のトイレ機能の確保

防災･減災
上下水道耐震化計画に基づき、避難所等の重要施
設から下水処理場までの管きょの耐震化

その他

事業継続

基本方針 実現方策

下水道の
整備と保全

事業計画に基づ
く下水道管路整
備と老朽化する
施設の保全

整備率の向上

区域の適正化

計画的施設更新

施設・設備の
適正管理

職員の能力向上

事業継続、防
災・減災の推進

危機管理の
強化

安定的な
使用料収入
の確保

経営基盤の強化
と財政マネジメ
ントの向上

汚水処理費用の
抑制

経営基盤の強化

水洗化率の向上
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5 投資・財政計画(収支計画) 

投資・財政計画（収支計画）は、改定率（使用料単価 16.4%増）とし、令和 9 年度

に使用料改定を実施するものとして策定しました。一般会計繰入金については減額さ

せていく計画です。 

料金改定は、使用料の他、企業債、一般会計繰入金などの各種財源及び、資本的支

出の補填財源である損益勘定留保資金の状況も考慮し適正化を図ります。 

 

投資・財政計画(収支計画) 

【収益的収支】 

 
 

→推計

年　　　　　　度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

区　　　　　　分 令 和 5 年 度
令 和 6 年 度

（ 見 込 ）
令 和 7 年 度 令 和 8 年 度 令 和 9 年 度

１． (A) 237,305 237,863 240,736 238,821 280,205

(1) 236,485 237,833 240,686 238,771 280,155

(2)

(3) 820 30 50 50 50

２． (B) 477,949 472,375 492,114 468,958 447,822

(1) 268,803 262,755 282,182 260,429 240,451

268,466 262,515 281,882 260,429 240,451

337 240 300

(2) 209,123 209,226 209,931 208,529 207,371

(3) 23 394 1

(C) 715,254 710,238 732,850 707,779 728,027

１． 638,110 638,634 661,393 653,762 660,801

(1) 41,279 47,187 46,511 46,977 47,447

32,953 37,423 36,668 37,035 37,405

8,266 9,732 9,768 9,866 9,965

60 32 75 76 77

(2) 205,124 198,037 219,480 213,935 218,282

3,096 3,534 3,636 3,703 3,800

1,150 559 1,091 1,100 1,125

168,309 159,695 173,697 165,433 167,910

14,209 14,062 17,884 14,560 15,142

18,360 20,187 23,172 29,139 30,305

(3) 391,657 392,572 392,901 392,850 395,072

(4) 50 838 2,501

２． 71,822 65,075 60,051 54,017 52,800

(1) 71,770 64,915 59,801 54,017 52,800

(2) 52 160 250

(D) 709,932 703,709 721,444 707,779 713,601

(E) 5,322 6,529 11,406 0 14,426

(F)

(G)

(H) 0 0 0 0 0

5,322 6,529 11,406 0 14,426

(I)

そ の 他

支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)

(E)+(H)

特 別 利 益

収

益

的

収

支

補 助 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

特 別 損 失

特 別 損 益 (F)-(G)

固 定 資 産 除 却 費

収 入 計

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ）

そ の 他 （ 雑 収 益 ）

経 費

収

益

的

収

入

営 業 収 益

使 用 料 収 入

そ の 他

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

支 払 利 息

基 本 給

法 定 福 利 費

材 料 費

そ の 他

減 価 償 却 費

受 託 工 事 収 益

営 業 外 収 益

(A)+(B)

修 繕 費

委 託 費

流域下水道維持管理負担金

そ の 他

動 力 費
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税抜き
（単位：千円，％）

2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度 2034年度 2035年度

令 和 10 年 度 令 和 11 年 度 令 和 12 年 度 令 和 13 年 度 令 和 14 年 度 令 和 15 年 度 令 和 16 年 度 令 和 17 年 度

281,509 279,200 277,742 277,075 274,840 274,172 271,809 271,091

280,649 279,170 277,692 277,025 274,790 273,312 271,779 271,041

860 30 50 50 50 860 30 50

449,548 457,215 462,263 474,054 486,937 498,766 514,000 530,725

242,722 250,285 255,996 268,456 282,292 294,697 309,698 326,320

242,722 250,285 255,996 268,456 282,292 294,697 309,698 326,320

206,826 206,930 206,267 205,598 204,645 204,069 204,302 204,405

731,057 736,415 740,005 751,129 761,777 772,938 785,809 801,816

667,924 677,272 684,519 693,259 700,517 707,819 717,283 728,695

47,922 48,402 48,887 49,376 49,870 50,369 50,873 51,382

37,779 38,157 38,539 38,924 39,313 39,706 40,103 40,504

10,065 10,166 10,268 10,371 10,475 10,580 10,686 10,793

78 79 80 81 82 83 84 85

222,136 225,397 228,212 228,591 229,217 229,929 232,480 236,497

3,885 3,955 4,013 4,056 4,101 4,145 4,186 4,305

1,146 1,163 1,177 1,186 1,195 1,205 1,213 1,245

169,840 171,123 171,900 170,182 168,627 167,073 167,275 168,749

15,748 16,378 17,033 17,714 18,423 19,160 19,926 20,723

31,517 32,778 34,089 35,453 36,871 38,346 39,880 41,475

397,866 403,473 407,420 415,292 421,430 427,521 433,930 440,816

52,542 53,772 54,893 57,870 61,260 65,119 68,526 73,121

52,542 53,772 54,893 57,870 61,260 65,119 68,526 73,121

720,466 731,044 739,412 751,129 761,777 772,938 785,809 801,816

10,591 5,371 593 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

10,591 5,371 593 0 0 0 0 0
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投資・財政計画(収支計画) 

【資本的収支】 

 

 
  

→推計
年　　　　　度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

区　　　　　分 令 和 5 年 度
令 和 6 年 度

（ 見 込 ）
令 和 7 年 度 令 和 8 年 度 令 和 9 年 度

１． 72,700 69,700 120,300 217,300 264,200

２． 180,018 159,553 168,744 155,764 142,784

３．

４． 10,169 10,261 10,157 10,259 10,362

５．

６． 9,000 17,000 0 0 0

７．

８． 3,736 1,382 2,552 2,000 4,000

９．

(A) 275,623 257,896 301,753 385,323 421,346

(B)

(C) 275,623 257,896 301,753 385,323 421,346

１． 108,649 114,053 137,276 229,535 278,600

9,886 9,949 10,157 10,259 10,362

２． 396,192 381,963 376,273 357,996 345,532

３．

４．

５．

(D) 504,841 496,016 513,549 587,531 624,132

(E) 229,218 238,120 211,796 202,208 202,786

１． 181,473 187,842 196,459 182,301 186,840

２．

３．

４． 47,745 50,278 15,337 19,907 15,946

(F) 229,218 238,120 211,796 202,208 202,786

0 0 0 0 0

(G)

(H) 4,697,706 4,385,443 4,129,470 3,988,774 3,907,442

○他会計繰入金 →推計

年　　　　　度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

区　　　　　分 令 和 5 年 度
令 和 6 年 度

（ 見 込 ）
令 和 7 年 度 令 和 8 年 度 令 和 9 年 度

268,466 262,515 281,882 260,429 240,452

229,819 224,195 245,807 221,344 240,452

38,647 38,320 36,075 39,085 0

190,187 169,814 178,901 166,023 153,146

10,169 10,261 10,157 10,259 10,362

180,018 159,553 168,744 155,764 142,784

458,653 432,329 460,783 426,452 393,598

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

う ち 基 準 内 繰 入 金

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計
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税込み
（単位：千円）

2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度 2034年度 2035年度

令 和 10 年 度 令 和 11 年 度 令 和 12 年 度 令 和 13 年 度 令 和 14 年 度 令 和 15 年 度 令 和 16 年 度 令 和 17 年 度

273,900 262,700 370,300 354,800 358,200 335,200 358,300 343,000

129,804 116,824 103,844 90,864 77,884 64,904 51,924 38,944

10,466 10,571 10,677 10,784 10,892 11,001 11,111 11,222

7,700 0 0 7,700 7,700 7,700 7,700 0

5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

426,870 395,095 489,821 469,148 459,676 423,805 434,035 398,166

426,870 395,095 489,821 469,148 459,676 423,805 434,035 398,166

297,100 278,300 386,000 378,300 381,800 358,900 382,100 359,200

10,466 10,571 10,677 10,784 10,892 11,001 11,111 11,222

323,717 306,751 291,650 271,263 244,236 230,733 213,513 207,880

620,817 585,051 677,650 649,563 626,036 589,633 595,613 567,080

193,947 189,956 187,829 180,415 166,360 165,828 161,578 168,914

176,894 174,050 165,403 158,466 144,210 145,078 139,428 148,164

17,053 15,906 22,426 21,949 22,150 20,750 22,150 20,750

193,947 189,956 187,829 180,415 166,360 165,828 161,578 168,914

0 0 0 0 0 0 0 0

3,857,625 3,813,574 3,892,224 3,975,761 4,089,725 4,194,192 4,338,979 4,474,099

税込み

（単位：千円）

2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度 2034年度 2035年度

令 和 10 年 度 令 和 11 年 度 令 和 12 年 度 令 和 13 年 度 令 和 14 年 度 令 和 15 年 度 令 和 16 年 度 令 和 17 年 度

242,722 250,284 255,994 268,454 282,289 294,695 309,696 326,318

242,722 250,284 255,994 267,512 277,992 287,709 298,122 309,480

0 0 0 942 4,297 6,986 11,574 16,838

140,270 127,395 114,521 101,648 88,776 75,905 63,035 50,166

10,466 10,571 10,677 10,784 10,892 11,001 11,111 11,222

129,804 116,824 103,844 90,864 77,884 64,904 51,924 38,944

382,992 377,679 370,515 370,102 371,065 370,600 372,731 376,484
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5.1 投資・財政計画(収支計画)の策定に当たっての説明 

①投資・財政計画(収支計画)のうち投資についての説明 

目 標 
事業計画区域内における下水道の整備及び普及を進めつつ、既存の下

水道施設の機能維持を図り、安定した下水処理を実施していきます。 

 

将来の下水道事業は、面整備事業と改築事業を実施する計画としています。 

面整備事業は、事業計画等の整備計画に基づく計画とし、実情を踏まえて将来は直

近 5 ヵ年実績平均と同様の面整備を進める計画（2.29ha/年）としています。 

改築事業は、ストックマネジメント計画を基に事業を進めていく方針ですが、現段

階では、目標耐用年数 22 年を経過しているマンホールポンプ設備を対象に、設置年

度より目標耐用年数を経過したものについては改築を実施する計画としています。 

その他には、狩野川西部流域下水道建設負担金及び職員給与費を見込んでいますが、

建設負担金は、直近 5 ヵ年の実績を基に計上し、職員給与費は、現況の職員数を維持

していく方針としていますが、人事院勧告や近年の社会的状況を考慮して、10 年後の

令和 17 年度まで毎年 1%の引き上げを見込んでいます。 

その結果、建設改良費は令和 8 年度から令和 17 年度までの 10 年間に約 33 億 3 千

万円（年間平均約 3 億 3 千万円）の建設改良費が必要となる見込みであり、平成 30 年

度から令和 7 年度までの平均が約 2 億 1 千万円のため、概ね同程度の投資費用が必要

となります。 

 
図 5.1 建設改良費の見通し  
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②投資・財政計画(収支計画)のうち財源についての説明 

目 標 

下水道事業を継続的に実施していくため、下水道使用料、企業債に

ついては事業経営に見合った財源を確保しつつ、一般会計繰入金（基

準外）を減額していくことで、財源の適正化を図っていきます。 

 

a) 収益的収支について 

財源としては使用料収入、他会計補助金（一般会計繰入金：基準内）、長期前受金戻

入額となりますが、下水道事業実施のための財源の適正化を図るため、令和 9 年度に

使用料単価 16.4％増の改定を実施する前提の収支計画を策定しました。 

他会計補助金（一般会計繰入金：基準内）は、令和 5 年度の約 2 億 7 千万円から、

令和 17 年度には約 3 億 3 千万円となる計画です。 

また、長期前受金戻入額は大きな変動はなく 2 億円程度で推移していく計画として

います。 

 

 
図 5.2 収益的収支の見通し 

 

  

0

2

4

6

8

10

12

14

16

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

(2023) (2024) (2025) (2026) (2027) (2028) (2029) (2030) (2031) (2032) (2033) (2034) (2035)

（当年度純利益：百万円）（収入・支出・繰入金

：百万円）

収入 支出

一般会計繰入金（基準内） 当年度純利益

【料金改定案：R9に使用料単価150円/㎥】



 

5 投資・財政計画(収支計画) 

  
32 

1
経
営
戦
略
策
定
の
主
旨
と
位
置
付
け 

2
事
業
概
要 

3
将
来
の
事
業
環
境 

4
経
営
の
基
本
方
針 

5
投
資
・
財
政
計
画
（
収
支
計
画
） 
6
経
営
戦
略
の
事
後
検
証
、
改
定
等
に
関
す
る
事
項 

b) 資本的収支について 

財源としては企業債、他会計出資金（一般会計繰入金：基準外）、国庫補助金（社会

資本整備総合交付金）、工事負担金（受益者負担金）があります。 

建設改良費は面整備費が約 60％を占めていますが、今後は改築事業が建設改良費全

体の約 30％まで増加していく見込みです。 

工事負担金（受益者負担金）は、面整備に応じて受益者（住民）より毎年 400 万円

～1 千万円程度を見込んでいます。 

なお、他会計出資金（一般会計繰入金：基準外）は令和 5 年度の約 1 億 8 千万円か

ら、令和 17 年度には約 4 千万円に減額させる計画です。 

これにより一般会計繰入金の合計額は、現状の約 4 億 5 千万円から令和 17 年度に

は約 3 億 7 千万円に減額となります。 

 

 
図 5.3 資本的支出の見通し 

 

また、資本的収支における不足額（収入－支出）は、主に損益勘定留保資金で補填

しますが、改定案において他会計出資金（一般会計繰入金：基準外）を減額させるこ

とによる不足額は、収益的収支における使用料改定に伴う利益剰余金により補填する

計画です。 
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c) 企業債について 

企業債については、改築事業の増加に伴い企業債が増加し、令和 12 年度より企業

債残高も増加していく見込みです。 

なお、企業債償還金は令和 5 年度の約 4 億円から減少していく見込みです。 

 

 
図 5.4 企業債償還金及び企業債残高の見通し 
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② 投資・財政計画(収支計画)のうち投資以外の経費についての説明 

 

職員給与費 

に関する事項 

職員給与費は、現況の職員数 7 人（正規職員 5 人、臨時職員 2 人）を

維持していく方針としますが、人事院勧告や近年の社会的状況を考慮

して、10 年後の令和 17 年度まで毎年 1%の引き上げを見込みます。 

動力費に 

関する事項 

動力費がかさむ単独の下水処理場が無く、マンホールポンプも極力新

設しない方針であるため、現況と同程度で推移していく見込みです

が、将来の値上がりを考慮し、10 年後の令和 17 年度まで毎年 2%の

引き上げを見込みます。 

修繕費に 

関する事項 

管渠の大半が塩ビ管であり、修繕費が大幅に増加する要因がないた

め、現況と同程度で推移していく見込みですが、将来の値上がりを考

慮し、10 年後の令和 17 年度まで毎年 2%の引き上げを見込みます。 

狩野川流域下

水道維持管理

負担金 

令和 6 年度狩野川西部流域下水道維持管理負担金単価案説明資料(令

和 7～16 年度)により、単価は上がる予定ですが、水洗化人口の減少

による流入汚水量の減少に伴い、令和 7 年度の約 1 億 7 千万円から、

令和 17 年度には約 1 億 7 千万円と横ばいに推移する見込みです。 

減価償却費に 

関する事項 

面整備事業及び改築事業を継続的に実施していく計画であるため、毎

年上昇していく見込みです。 

支払利息 
過年度分に対する支払利息が大幅に減少していく影響で、将来の企業

債に対する増加分を合算しても、毎年減少していく見込みです。 

その他経費 

（委託料等） 

変動する要因がないため、現況と同程度で推移していく見込みです

が、静岡県の公共工事設計労務単価（主要 12 職種）の 5 ヵ年実績を

基に、10 年後の令和 17 年度まで毎年 4%の引き上げを見込みます。 
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5.2 投資・財政計画(収支計画)に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

①今後の投資についての考え方・検討状況 

投資の平準化に 

関する事項 

今後下水道事業を実施していく中で、選択と集中により経営状

況を踏まえ優先順位を決定し、投資の平準化を図っていく予定

です。 

民間活力の活用に 

関する事項 

（PPP/PFI など） 

事業の効率化のため最新の動向を調査・研究しながら効率的な

経営手法を検討し、直営・委託のいずれかが最良か見極めると

ともに、官民連携方式を必要に応じ導入していきます。なお、

令和 7 年 2 月より狩野川流域下水道においてもウォーターPPP

導入の検討が開始され、裾野市は流域関連市であることから、

その動向を注視していく予定です。 

その他の取組 
今後概ね 10 年毎に基本計画見直し、概ね 5 年毎に事業計画の変

更において効率的な下水道整備区域を検討していく予定です。 

 

②今後の財源についての考え方・検討状況 

使用料の見直しに 

関する事項 

今回経営戦略の内容を踏まえて、概ね 5 年毎に使用料の適正な

水準について検討していく予定です。 

資産活用による収入 

増加の取組について 

処理場を有しておらず、資産活用については効果が不透明であ

るため検討していませんが、今後、他自治体等の先進事例や研

修会等で情報収集していく予定です。 

 

③投資以外の経費についての考え方・検討状況 

民間活力の活用に 

関する事項 

（包括的民間委託等の

民間委託、指定管理者

制度、PPP/PFI など） 

裾野市の下水道事業に対して経済的かつ効果的な民間委託につ

いて、事業の効率化のため最新の動向を調査・研究しながら効率

的な経営手法を検討します。 

職員給与費に 

関する事項 

今後の経営状況の変化等に応じて引き続き検討し、適切な人員配

置に努めます。 

動力費に 

関する事項 

投資・財政計画（収支計画）に対する今後の実績を踏まえ、必要

に応じて検討します。 

修繕費に 

関する事項 

管渠の更新時期到来は、令和 20 年頃となる予定ですが、施設の

ストックマネジメント計画により計画的かつ平準的な更新（修

繕）を行うことで施設の長寿命化を図りながら修繕費の抑制に努

めていきます。 

委託費に関する事項 
点検の頻度や方法を含めた業務の見直しや発注方法の検討等、経

費の削減・効率化に努めます。 
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6 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 

6.1 事後検証、改定等 

 

経営戦略の事後検

証、改定等に関する

事項 

経営戦略に基づき、下水道事業を実施していく中で、各施

策を PDCA サイクルに基づき、投資・財政計画（収支計画）

の進捗管理をしつつ、概ね 5 年毎に審議会等で比較・検証を

行い、次の経営戦略の見直しに反映していきます。 

また、その中で、本市における適正な使用料についても検

討の上、下水道経営の健全化に向けた取り組みを適宜進めて

いく予定です。 

 

 

 

 

 

【PDCA サイクル】 
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6.2 経費回収率向上に向けたロードマップ 

経営戦略期間（令和 8 年度（2026 年度）から令和 17 年度（2035 年度）まで）にお

ける下水道事業のロードマップを以下に示します。 

 

表 6.1 経費回収率の向上に向けたロードマップ 

 
 

 

 

 

 

実績 計画･目標

R6 R8 R9 R10 R11
R12

（中間）
R13 R14 R15 R16

R17
（最終）

下水道整備の推進

整備面積率（％） 89.2% 89.9% 90.4% 90.9% 91.4% 91.9% 92.4% 92.8% 93.3% 93.8% 94.3%

改築更新事業

接続促進活動

広報・PR活動の拡充

水洗化率（％） 92.8% 93.1% 94.1% 95% 95% 95% 95% 95% 95% 95% 95%

人材育成・技術継承

使用料改定

※改定率16.4％ 改定検討 改定検討

使用料単価（円/m3） 129.2 128.9 150 150 150 150 150 150 150 150 150

経費回収率の向上

経費回収率（％） 86.1% 86.0%

経営戦略の進捗管理

経営戦略見直し
経営戦略
見直し

経営戦略
見直し

項　目

マンホールカードの配布や市民向けに下水道事業をPRする広報誌を作成

ストックマネジメント計画に基づく改築

アクションプラン及び事業計画に基づく面整備

経費回収率の向上

新下水道使用料の運用

OJTや専門研修・講習への派遣

未接続世帯に対し、個別訪問・郵送等で接続勧奨

計画と実績の検証 計画と実績の検証

現

経費回収率 100％を維持する
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